
 

 

 

 

 

 

 

政 策 部 



１．部総括表 部名：政策部
（単位：千円）

474,286 451,462 22,824

394,153 371,600 22,553

71,349,717 70,462,879 886,838

1,185,557 1,173,733 5,302 6,522

(313,390) (313,390)

2,840,275 1,930,957 876,534 32,784

310,190 298,700 11,490

123,240 115,742 7,498

(121,307) (66,861) (54,446)

1,934,872 1,806,225 54,634 74,013

159,764 157,344 2,420

513,342 486,439 20,000 6,903

850,150 776,845 73,305

280,165 278,496 1,669

1,168,488 1,154,990 13,498

128,348 126,512 1,836

(434,697) (380,251) (54,446)

81,712,547 79,591,924 956,470 1,164,153

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

情報システム課

出納局

統計調査課

政策課

地域活力推進課

予算課

自治振興課

水資源対策課

デジタル戦略課

男女参画・県民
活動課

不用額 備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

1-4

1-5

1-10

1-11

1-6

番号

1-1

1-2

1-3

1-7

1-12

1-13

1-14

部計

議会事務局

監査委員事務局

1-8 文化振興課

1-9
瀬戸内国際芸術
祭推進課
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２．課総括表 課名：政策課
（単位：千円）

202,527 197,246 5,281

93,860 90,224 3,636

140,757 140,197 560

12,505 9,880 2,625

24,637 13,915 10,722

474,286 451,462 22,824

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：政策課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(1) 16 2 (1) 18

(7) 13 4 (7) 17

(8) 29 6 (8) 35

東京事務所の運営に要する経費
給料58,670、職員手当等54,474、
共済費23,852

事業執行状況

政策部運営事務
費

政策部の運営に要する経費

1-1-2
政策立案推進事
業

主要施策の成果の概要
（1-1-2）に記載

決算額 翌年度繰越額 不用額

1-1-1
東京事務所運営
費

番号 事業名 予算現額

1-1-3 政策課運営費
政策課の運営に要する経費
給料66,647、職員手当等43,610、
共済費24,615

1-1-4

主要施策の成果の概要
（1-1-5）に記載

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（ ）外書きにより記載。

本課・出先名称 備　　　考

政策課 全国知事会へ派遣１名

1-1-5
大学生等奨学事
業繰出金

東京事務所 派遣職員７名　

課計

合計
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課名：政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

政策立案推進事業（１－１－２） 

１．趣旨・概要 

「人生100年時代のフロンティア県」の実現をめざして、

人口減少や中枢拠点機能の強化等、県政を取り巻く様々な

課題の解決に向けて、調査研究や各種取組みを行った。 

 

２．具体的内容 

（１）政策立案推進事業（73,957千円）  

①香川県総合計画改訂・推進事業等（12,475千円） 

昨今の社会経済情勢等の変化を踏まえ、全部局が県

民目線に立って一体となって施策を推進する視点で、

県総合計画を「『人生100年時代のフロンティア県・香

川』実現計画」として見直し、施策の再構築などを行

った。 

また、有識者等との懇談会を開催し、施策評価の結

果をもとに、県総合計画の進捗状況について意見交換

を行うとともに、県の主要事業を紹介するパンフレッ

ト「県政のあらまし」を作成した。 

 

 

 

②空飛ぶクルマ導入検証事業（11,696千円） 

空飛ぶクルマの飛行ルートや潜在的ニーズ等、導入

の検証に必要な調査・分析を行う需要予測等調査を行

うとともに、空飛ぶクルマを広く県民に知っていただ

き、理解を深めてもらうため、実物機体の展示イベン

トを開催した。 

また、今後の県内展開に向け、「空飛ぶクルマに関す

る香川版官民協議会」において有識者による講演や

様々な関係者との情報共有や意見交換を行った。 

 

③ＳＤＧｓ普及促進事業（480千円） 

ＳＤＧｓに積極的に取り組む県内事業者等の活動を

「見える化」する本県独自の登録制度「かがわ地方創

生ＳＤＧｓ登録制度」を創設し、県内におけるＳＤＧ

ｓの普及促進を図った。 

 

④ふるさと想起・さぬきＰＲ推進事業（15,292千円） 

ふるさと納税「ガンバレさぬき応援寄付」について、

より効果的にＰＲするとともに、ふるさと香川への思

いを喚起するきっかけとするため、寄付をいただいた

方に対し、県産品を贈呈した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県総合計画の見直しにあたり、令和５

年６月に素案、８月に最終案について有

識者からの意見を伺うための懇談会を

開催した。 

また、11月に開催した有識者等との懇

談会でいただいた意見については、施策

評価結果とあわせて、事務事業の見直し

の参考とした。 

パンフレット「県政のあらまし」につ

いては、東京・大阪事務所、県の出先機

関等で配布し、県の事業に対する理解の

促進と県の魅力のＰＲに役立てた。 

 

調査・分析の結果を踏まえ、香川県に

おける空飛ぶクルマの活用方策を示し

たビジョンと、その実現に向けた課題や

必要な取組みを示したロードマップを

策定した。 

令和６年１月 21 日にサンポート高松

で開催した空飛ぶクルマの実物機体を

展示したイベント「空飛ぶクルマ展＠高

松」では、約2,000名が来場した。 

 

令和５年度に２回募集を行い、計 64

者を登録した。また、11 月に「かがわ

SDGs講演会」を開催した。 

 

 

 

令和５年度「ガンバレさぬき応援寄

付」受入実績は2,222件、29,683千円と

なった。 
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課名：政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

⑤奨学金を活用した大学生等の地方定着促進事業 

（5,896千円） 

本県の産業を担う人材を確保するとともに、これら

の者が県内に定着することを促進するため、大学生等

を対象とした日本学生支援機構の無利子奨学金につい

て、その返還を支援する事業を実施するため、奨学金

特別会計に経費を繰り出した。 

 

⑥瀬戸内海国立公園指定90周年記念事業（広報） 

（9,703千円） 

我が国最初の国立公園の瀬戸内海国立公園が、指定

から90周年を迎える節目に、瀬戸内海の価値や魅力、

美しさをさらに高め、県内外に広める取組みとして、

令和６年３月から実施する「瀬戸内海国立公園指定90

周年記念事業」全体をＰＲするための広報を実施した。 

 

⑦東京讃岐会館等東京地区県有資産利活用推進事業 

（18,415千円） 

東京讃岐会館を含む三田小山町西地区における、第

一種市街地再開発事業の進展に併せて、東京地区にお

ける県有資産の有効な利活用を図るための取組み等を

行った。 

 

（２）広域自治体連携推進事業（16,267千円） 

①地方分権改革推進事業等（12,556千円） 

地方分権改革の推進を図るため、全国知事会や四国

知事会等と連携した検討及び国への提案等を行った。 

 

②四国４県連携推進事業（3,711千円） 

四国４県で、県境を越えた広域的課題に対応すると

ともに、地域の総合力の向上や行政としての効率的対

応が期待できる交流・連携の取組みを推進した。 

 

 

返還支援の対象者の募集を行い、令和

６年度に大学等へ進学・進級する 37 名

について返還支援の対象者とした。 

 また、令和５年度に支援条件を満たし

た対象者７名に対して奨学金特別会計

から総額4,140千円の返還支援を実施し

た。 

 

 記念事業のポスターやパンフレット、

新聞広告、ＳＮＳ等を通じて、県内外に

向けて瀬戸内海の魅力を発信し、90周年

の機運を高めた。 

 

 

 

 

再開発事業で取得する権利床の運営

事業者選定に向け、民間事業者から幅広

く意見を募るマーケットサウンディン

グを実施するとともに、権利床の運営ス

キームの検討や公募関係資料（骨子）の

作成等を行った。 

 

 

地方分権改革について、本県から１件

を提案するとともに、四国知事会を通じ

て四国各県と５件の共同提案を行った。 

 

「四国遍路の世界遺産登録の推進」ほ

か８事業について、４県が連携して実施

した。 
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課名：政策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

大学生等奨学事業（１－１－５） 

１．趣旨・概要 

意欲や能力が高く、経済的な理由で修学が困難な者に対

し、奨学金を貸し付けることにより修学を容易にし、安心

して子どもが育てられる環境づくりを進めるとともに、Ｕ

ターン就職者等への返還免除制度を通じて、県内における

優秀な人材の確保を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）大学生等奨学事業（13,915千円） 

 大学生等への奨学金貸付事業を実施するため、奨学金

特別会計に経費を繰出し、同特別会計において、無利子

奨学金の貸付け等を行った。 

 

貸付対象：県内に保護者が居住し、大学、高等専門学

校（第４・５学年）又は専修学校（専門課

程）等に在学する者で、意欲及び能力が高

く、かつ、経済的な理由により修学するこ

とが困難の者 

貸付金額：133,621千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度に新たに貸付けを開始し

た60名を加え、226名に無利子奨学金の

貸付けを行った。 

また、686 名から計 120,552 千円の返

還があり、37名に対してＵターン就職に

よる返還額の一部免除（計29,640千円）

を行った。 
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２．課総括表 課名：地域活力推進課
（単位：千円）

1,387 91 1,296

18,931 14,876 4,055

215,297 201,197 14,100

30,139 27,409 2,730

128,399 128,027 372

394,153 371,600 22,553

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：地域活力推進課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(1)14 3 (1)17

(1)14 3 (1)17合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

課計

本課・出先名称 備　　　考

地域活力推進課
育児休業１名
国立大学法人香川大学へ派遣１名

地域活力推進課職員の給与費等
給料63,818、職員手当等40,652
共済費22,615

1-2-3
移住・定住促進
事業

主要施策の成果の概要
（1-2-3）に記載

1-2-4

1-2-1
政策立案推進事
業

番号 事業名 予算現額

1-2-5
地域活力推進課
運営費

主要施策の成果の概要
（1-2-1）に記載

事業執行状況

地域づくり推進
事業

主要施策の成果の概要
（1-2-4）に記載

1-2-2
大学等魅力づく
り支援事業

主要施策の成果の概要
（1-2-2）に記載

決算額 翌年度繰越額 不用額
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課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

政策立案推進事業（１－２－１） 

１．趣旨・概要 

「第２期かがわ創生総合戦略」や香川県総合計画について、

地域の産官学金労言等の有識者からの意見を求めるため、懇談

会を開催したほか、企業版ふるさと納税による寄附を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）かがわ創生総合戦略推進事業（91千円） 

「香川県総合計画の見直しに係る有識者懇談会」を開催し、

県総合計画を県総合戦略としても位置付けることとする、総合

計画の見直し案について意見を求め、総合計画を見直し、「第２

期かがわ創生総合戦略」を廃止した。 

 

（２）企業版ふるさと納税推進事業 

「企業と地方公共団体とのマッチング会」にてプレゼンテー

ションを実施するなど、寄附受入額の増加に向けて取り組み、

企業版ふるさと納税制度を活用した県外企業から本県への寄附

を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

「第２期かがわ創生総合戦略」基本目標

と重要業績評価指標の達成状況を把握し、

対策の効果を検証した。 

 

 

 

令和５年度の企業版ふるさと納税による

寄附は、７件で20,776千円となった。 

大学等魅力づくり支援事業（１－２－２） 

１．趣旨・概要 

県内の大学等（大学・短期大学・高等専門学校）を基点に経

済団体や自治体で組織する「大学・地域共創プラットフォーム

香川」において、人材の育成や定着、人材が活躍する場の形成

を目的とする各種の取組みや産学官が連携して実施する事業に

対する費用の助成を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）大学等の強みを生かした地域を支える大学づくり支援事業 

（14,876千円） 

「大学・地域共創プラットフォーム香川」の各部会において

情報共有や意見交換等を行い、県内大学等の情報を集約した「キ

ャンパスガイド」のホームページ作成や合同進学説明会の開催、

業種別オンライン県内企業見学ツアー、産学官連携促進のための

交流会などを実施した。 

また、ＶＲ技術を活用して高校生に薬剤師の作業現場を体験

させ、薬学部への進学を促す事業や、大学が持つＤＸ推進の手法

を中小企業向けに展開する事業など、産学官が連携して地域課題

の解決を図る事業に対する費用の助成を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．指標  

県内大学等における関係機関との 

連携協定締結数       （件） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

313 335 423 

 

県内大学卒業生の県内就職率 （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

43.3 40.1 52.0 

 

県内大学等におけるリカレント講座の 

受講者数          （人） 

基 準 値 

(H28～R2) 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

1,185 1,018 1,200 
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課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

移住・定住促進事業（１－２－３） 

１．趣旨・概要 

大都市圏等からの移住・定住の促進を図るため、市町等と連

携して、香川の魅力を積極的にＰＲするとともに、受入体制の

整備・充実に向けた取組みを行った。 

 

２．具体的内容 

（１）市町連携等移住・定住促進事業（8,742千円） 

  ①かがわ暮らし魅力発信事業（2,673千円） 

    移住・定住を促進するため、本県の魅力等をホームペー

ジやＳＮＳ等により広く情報発信した。 

  ②香川県移住・定住推進協議会事業（4,500千円） 

市町との連携による移住フェアや、地域別に移住者交流

会等を開催し、移住者が定住できる環境整備を図った。 

③四国４県等連携等移住促進事業（1,569千円） 

香川の魅力を積極的にＰＲするため、近県と連携し、四

国４県移住フェア等を開催した。 

 

（２）ワンストップ移住相談窓口サービス提供事業（28,958千円） 

就職・移住支援センター、東京事務所、大阪事務所、ふる

さと回帰支援センターに移住・交流コーディネーターを配置

し、ワンストップで移住相談対応を行った。 

 

（３）東京圏ＵＪＩターン就職等推進事業（32,268千円） 

   地方創生推進交付金を活用し、東京圏から本県に移住し、県内中小

企業等に就職した者に対して、移住支援金を交付した。 

 

（４）地域活性化ＵＪＩターン促進事業（39,944千円） 

  ①Ｕターン就職等促進事業（3,393千円） 

    東京・大阪等において転職希望者や学生向けの就職相談

会・交流会等を開催し、就職情報の提供等を行った。 

  ②Ｕターン・県内就職促進情報発信・調査事業（1,598千円） 

    県外大学進学者のＵターン就職と県内大学進学者の地元

就職を促進するため、かがわ暮らしの魅力等を紹介するパ

ンフレットを作成し、学生等に送付した。 

③プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業（34,953千円） 

    「プロフェッショナル人材戦略拠点」の運営を公益財団

法人かがわ産業支援財団へ委託し、県外の潜在的なＵＪＩ

ターン希望者等と地域企業の求人のマッチングを促進し

た。 

 

（５）空き家バンク運営等事業（84,996千円） 

市町と連携し、空き家バンクへの登録を条件として、空き家

の改修・家財の処分費等に対して助成を行うとともに、令和５

年３月末までに香川へ移住し、民間賃貸住宅に居住する場合の

家賃等の一部を助成した。 

３．指標  

県人口（各年10月１日現在）  （人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

951,049 925,408 925千人 

 

人口の社会増減（暦年）       （人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

▲1,381 55 1,000人 

 

若者の社会増減（前年 10 月～当年 9月）（人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

▲1,810 ▲925 251 

 

県内大学卒業生の県内就職率（再掲）（％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

43.3 40.1 52.0 

 
県外からの移住者数〔累計〕   （人） 

基 準 値 

(H28～R2) 

実 績 値 

( R 5 ) 

目 標 値 

(R3～R7) 

8,951 2,765 12,400 

市町と連携した移住・定住促進の取組み

等により、令和５年度の移住者数は 2,765

人となり、過去２番目に多い水準となった。 

 

 

 

 

プロフェッショナル人材戦略拠点におけ

る、民間の人材紹介事業者と連携した、企

業訪問によるニーズの掘り起こしやマッチ

ングの促進により、令和５年度の県外人材

のマッチング成約件数は70件となった。 

 

移住希望者の住まいの確保を支援するた

め、関係機関と連携して、住まいに関する

相談対応を総合的に行うことにより、空き

家の成約件数（売買及び賃貸）は、平成30

年度から令和５年度までの累計で 2,635 件
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課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

 

（６）テレワークを活用した人の流れ創出拡大事業（6,289千円） 

①地方創生テレワークによる移住促進事業（3,574千円） 

市町や事業者等によるサテライトオフィス等の開設を支

援するとともに、企業への情報発信を実施した。 

②お試しテレワーク移住助成事業（2,715千円） 

東京圏及び大阪圏に在住する移住希望者に、本県でのお

試しテレワークを体験してもらうため、旅費、宿泊費、施

設利用料相当分に対する定額の助成等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となった。 
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課名：地域活力推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

地域づくり推進事業（１－２－４） 

１．趣旨・概要 

魅力ある地域づくりに向けて、地域住民等が主体となった地

域づくり活動の推進に努めた。 

 

２．具体的内容 

（１）地域コミュニティ活性化支援事業（11,349千円） 

個性豊かで活力ある地域づくりを推進するため、地域づく

り団体が新たに取り組む魅力ある地域づくりに対して経費の

一部を助成するとともに、地域づくり実践者等を対象とした

研修会を開催した。 

また、県の地域おこし協力隊が中心となって、県内で地域

づくり活動に取り組む団体等の情報発信等を行った。 

 

（２）市町地域づくりモデル事業（7,100千円） 

地域活力の向上を図るため市町が取り組む先進的又はモデ

ル的な事業に対し、その経費の一部を助成した。 

 

（３）関係人口と連携・協働した地域づくり実践支援事業 

（4,940千円）

地域を支える担い手の確保や中間支援組織の育成、本県へ 

の将来的な移住・定住につなげるため、関係人口と連携・協

働して、地域づくり団体等が実施する地域課題の解決を図る

モデル的な取組みを支援した。 

 

（４）過疎地域対策事業（480千円） 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法により指

定された市町における、地域資源を活用し過疎地域の持続的

発展を図る取組みを支援した。 

 

（５）離島活性化推進等事業（3,540千円） 

各島の魅力を広く情報発信するフェアを開催するととも

に、ラジオ番組で各島の魅力をＰＲするなど、積極的な情報

発信を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．指標  

県内で活動する地域おこし協力隊員数 

                (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

45 64 73 

※特別交付税ベースの人数 

 

地域運営組織の組織数     (組織) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

83 81 96 

 

 

 

 

 令和５年度は、高松市や丸亀市、さぬき

市における４団体の取組みを支援し、延べ

252名の関係人口と連携・協働した。 
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２．課総括表 課名：予算課
（単位：千円）

179,773 176,658 3,115

10,269,716 10,268,868 848

56,147,711 56,147,711

4,666,519 3,861,518 805,001

35,998 8,124 27,874

50,000 50,000

71,349,717 70,462,879 886,838

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：予算課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

21 21

21 21

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

予算課

県債の借入及び償還事務等に要す
る経費

1-3-3 元金（公債費）
一般会計県債の償還元金

1-3-4

1-3-6 予備費

1-3-1 予算課運営費

番号 事業名 予算現額

1-3-5 公債諸費

予算課の運営に要する経費等
給料83,097、職員手当等53,325、
共済費35,553

事業執行状況

利子（公債費）
一般会計県債の利子及び一時借入
金の利子

1-3-2 予算調整事業費
予算調整にかかる事務等に要する
経費
基金積立金7,711,195

決算額 翌年度繰越額 不用額
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２．課総括表 課名：自治振興課
（単位：千円）

81,990 74,280 5,302 2,408

68,613 68,576 37

56,032 55,801 231

4,593 4,735 ▲ 142

253,593 252,786 807

10,293 10,293

3,051 2,875 176

5,521 5,053 468

379,754 379,754

29,792 28,956 836

888 747 141

291,437 289,877 1,560

1,185,557 1,173,733 5,302 6,522

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：自治振興課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

  [1]（17）19 [3] (1) 3 [4]（18）22

[1] （2）７ 7 [1] （2）14

[2]（19）26 [3] (1) 10 [5]（20）36

小豆総合事務所の運営に要する経
費　給料29,026、職員手当等
19,568、共済費10,180

事業執行状況

マイナンバー
カード普及促進
事業

主要施策の成果の概要
（1-4-4）に記載

1-4-2
香川県権限移譲
等交付金事業

県の権限の市町への移譲等に伴う
交付金

決算額 翌年度繰越額 不用額

1-4-1
小豆総合事務所
運営費

番号 事業名 予算現額

1-4-5
自治振興課運営
費

自治振興課の運営に要する経費
給料114,951、職員手当等
73,086、共済費39,397

1-4-3
住民基本台帳
ネットワークシ
ステム運営事業

住民基本台帳ネットワークシステ
ムの運営に要する経費

1-4-4

主要施策の成果の概要
（1-4-9）に記載

1-4-6 市町職員研修費
市町職員の研修に要する経費

1-4-7
市町行財政税務
連絡調整費

市町行財政等の連絡調整等に要す
る経費

1-4-11 選挙啓発費
選挙常時啓発事業等の推進に要す
る経費

1-4-12
県議会議員選挙
費

1-4-8 市町振興費
市町の行財政運営等の支援に要す
る経費

1-4-9
市町村振興宝く
じ交付金

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより、当該所属以外で
勤務する者を（ ）外書きにより記載。

課計

本課・出先名称

1-4-10
選挙管理委員会
費

県選挙管理委員会の運営に要する
経費　給料12,750、職員手当等
7,931、共済費4,640、委員報酬
3,285

合計

自治振興課
市町派遣職員17名、選挙管理委員会事務局併任
職員１名

備　　　考

県議会議員選挙（令和5年4月9日
執行）に要する経費

 小豆総合事務所総務課
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課名：自治振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

マイナンバーカード普及促進事業（１－４－４） 

１．趣旨・概要 

デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードの交付率

向上を目指し、マイナンバーカード普及促進の取組みを行

った。 

 

２．具体的内容 

（１）マイナンバーカード普及促進事業（4,735千円） 

   マイナンバーカードの申請機会の拡大を図るため市町

と合同で出張申請会場を設置したほか、高齢者施設等に

赴き、マイナンバーカードの申請支援及び代理受取を行

った。 

 

  

市町と合同で県内６か所の大型商業

施設に出張申請会場を設置して、81名の

方のマイナンバーカード申請をサポー

トするとともに、241 名の方のマイナン

バーカード申請支援及び代理受取を行

った。 

  

 

 

 

 

市町村振興宝くじ交付金（１－４－９） 

１．趣旨・概要 

市町村振興宝くじ（サマージャンボ宝くじ等）及び新市

町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ宝くじ等）の収益金

等の全額 379,754 千円を、市町の財源等として活用するた

め（公財）香川県市町村振興協会に交付した。 

 

２．具体的内容 

（１）収益金等の内訳 

令和５年度収益金  360,180千円 

令和４年度時効金   19,574千円 

 

（２）（公財）香川県市町村振興協会の事業 

県からの交付金を受け入れ、市町が公共事業等を行うた

めの地方債資金等として活用したほか、市町に交付金とし

て配分した。 

 

 

 

県から（公財）香川県市町村振興協会

へ交付したサマージャンボ宝くじ収益

金等249,528千円は市町への低利の地方

債資金等として活用され、また、ハロウ

ィンジャンボ宝くじ収益金等は全額

130,226 千円が市町に配分され、市町の

一般財源として活用された。 
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２．課総括表 課名：水資源対策課
（単位：千円）

(313,390) (313,390)

2,086,927 1,191,844 875,150 19,933

631 631

748,486 735,644 12,842

812 811 1

2,035 2,027 8

1,384 1,384

(313,390) (313,390)

2,840,275 1,930,957 876,534 32,784

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：水資源対策課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

9 （82）1 （82）10

9 （82）1 （82）10

水資源対策課 香川県広域水道企業団派遣82名

合計

課計

本課・出先名称 備　　　考

水道法施行等指導事務費

1-5-3
水資源対策課運
営費

水資源対策課の運営等に要する経
費　給料372,202、職員手当等
236,965、共済費122,138

1-5-4

1-5-6
早明浦ダム災害
復旧費負担金

令和３年８月豪雨に伴う早明浦ダ
ムの災害復旧工事に係る負担金

1-5-1
水資源対策の推
進

番号 事業名 予算現額

1-5-5
水道法施行等指
導事業

主要施策の成果の概要
（1-5-1）に記載

事業執行状況

かがわ水循環社
会形成事業

水の有効利用の促進と節水意識の
高揚を図るための取組み検討に要
する経費

1-5-2
全国水需給動態
調査

国からの委託による水資源対策に
関する資料の収集整理に要する経
費

決算額 翌年度繰越額 不用額
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課名：水資源対策課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

水資源対策の推進（１－５－１） 

１．趣旨・概要 

  安心して暮らせる水循環社会の確立をめざして安全な水

の安定的供給に資する事業など総合的な水資源対策を推進

した。 

 

２．具体的内容 

（１）香川用水水源の森保全事業（18,733千円） 

香川用水の水源地域である吉野川上流域の森林の水源

かん養機能を保持するため、高知県嶺北地域で行われた

森林の除間伐等に対し助成した。 

 

（２）香川用水県外水源地学習事業（4,331千円） 

香川用水や水資源の重要性についての認識を深めると

ともに、水源地域との交流を促進するため、中学１年生

及び小学４年生が早明浦ダム又は池田ダムを見学する学

校行事等を支援した。 

 

（３）水道施設整備事業（1,167,970千円） 

老朽化した水道施設の更新・耐震化や渇水時の水道水

源の確保など、香川県広域水道企業団が行う水道施設整

備事業に対し助成を行った。 

①生活基盤施設耐震化等交付金事業（1,159,058千円） 

②水道渇水対策支援事業（7,657千円） 

③五名ダム水道渇水対策支援事業（1,255千円） 

 

（４）節水型街づくり推進事業（810千円） 

水の有効利用を図るため、要綱に基づき雑用水利用施

設の設置指導を行うとともに、県民の節水意識を高める

ため、節水型街づくり推進協議会を通じた各種啓発活動

を実施した。 

 

３．指標  

県内上水道施設（基幹的な水道管）の 

耐震管率          （％） 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 4 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

23.3 25.0 33 

 

普段の生活で節水している人の割合 

            （％） 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

80.6 82.8 84以上 
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２．課総括表 課名：統計調査課
（単位：千円）

175,944 173,983 1,961

104,279 100,162 4,117

15,812 15,458 354

9,963 5,765 4,198

1,192 876 316

3,000 2,456 544

310,190 298,700 11,490

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：統計調査課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

25 3 28

25 3 28

統計専任職員の給与費及び事務費
等　給料88,014　職員手当等
50,004　共済費27,489

事業執行状況

農林水産統計費
農林水産省所管基幹統計調査等に
要する経費

1-6-2 人口経済統計費
総務省所管基幹統計調査等に要す
る経費

決算額 翌年度繰越額 不用額

1-6-1 統計調査総務費

番号 事業名 予算現額

1-6-5 教育統計費
文部科学省所管基幹統計調査に要
する経費

1-6-3 労働統計費
厚生労働省所管基幹統計調査に要
する経費

1-6-4

1-6-6 地方統計費
県単独調査、統計資料作成に要す
る経費

合計

本課・出先名称 備　　　考

統計調査課 産後休暇１名

課計
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２．課総括表 課名：男女参画・県民活動課
（単位：千円）

42,752 36,846 5,906

48,701 48,297 404

11,455 11,095 360

20,332 19,504 828

123,240 115,742 7,498

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：男女参画・県民活動課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

6 4 10

6 4 10

男女参画・県民活動課 市町派遣職員１名、育児休業１名

合計

課計

本課・出先名称 備　　　考

1-7-3
男女共同参画社
会形成促進事業

主要施策の成果の概要
（1-7-3）に記載

1-7-4

1-7-1
共助の社会創造
事業

番号 事業名 予算現額

主要施策の成果の概要
（1-7-1）に記載

事業執行状況

女性活躍促進事
業

主要施策の成果の概要
（1-7-4）に記載

1-7-2
男女参画・県民
活動課運営費

男女参画・県民活動課の運営に要
する経費　給料25,216、職員手当
等14,713、共済費7,752

決算額 翌年度繰越額 不用額
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課名：男女参画・県民活動課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
共助の社会創造事業（１－７－１） 

１．趣旨・概要 

  地域団体活動やボランティア・ＮＰＯ活動の促進、県

民・ＮＰＯとの協働の推進、共助意識の啓発など、「共助

の社会」の実現に向けての取組みを進めた。 

 

２．具体的内容 

（１）共助の社会きっかけづくり事業（45千円） 

ホームページ「かがわ共助のひろば」や総合受付窓

口「ＮＰＯネットワークプラザ」の運営等により、ボ

ランティアやＮＰＯの活動情報等を収集・発信し、共

助の社会づくりについて普及啓発事業を行った。 

 

（２）共助の社会ひろがりづくり事業（90千円） 

ＮＰＯとの協働を推進するとともに、優れたボラン

ティア活動に対する顕彰を行い、受賞活動を広く周知

することで、県民活動のひろがりづくりを促進した。 

 

（３）ＮＰＯ法人運営のためのステップアップ事業 

（639千円） 

ＮＰＯ法人の運営を支援するため、オンライン及び

対面での相談窓口を開設し、さまざまな相談に対応す

るとともに、適切な法人運営を助言する現地診断を行

った。 

 

（４）災害ボランティア等との連携強化事業（292千円） 

南海トラフ地震や豪雨災害の発生が懸念される中、

本県において県内外から参加する災害ボランティア

が効率的かつ効果的に活動するため、行政、社会福祉

協議会等関係機関と災害時の情報共有のための訓練

を実施した。 

 

（５）ＮＰＯ法人活動促進事業（408千円） 

①ＮＰＯ法人認証等事業 

ＮＰＯ法人の設立認証及び設立後の指導監督を 

行った。 

②認定ＮＰＯ法人等認定等事業 

「認定ＮＰＯ法人」及び「特例認定ＮＰＯ法人」

の認定等に関する事務を行った。 

 

（６）ＮＰＯ基金管理運営事業（35,372千円） 

個人や企業からの寄附金を「香川県特定非営利活動

促進基金（ＮＰＯ基金）」に積み立て、これを財源とし

てＮＰＯ法人の活動資金を助成した。 

３．指標 

認定（特例認定）特定非営利活動法人数           

（法人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

８ 10 13 

 

 

 

 

 

 

ボランティア大賞受賞者 

一般部門 １個人 ２団体 

  企業部門 １団体 

 

 

ＮＰＯ等の相談窓口事業 84件 

現地診断事業    ３件 

 

 

 

 

 

参加者：香川県、各市町、香川県社会福祉

協議会、各市町社会福祉協議会 

 

 

 

 

 

 

①ＮＰＯ法人数（年度末） 

392法人 

 

②認定（特例認定）ＮＰＯ法人数（年度末） 

認定   10法人 

特例認定 ０法人 

 

基金登録団体数（年度末）91団体 

補助金額  

・団体指定寄附  5,651,005円（７団体） 

・分野指定寄附20,780,977 円（19団体） 

- 24 -



課名：男女参画・県民活動課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
男女共同参画社会形成促進事業（１－７－３） 

１．趣旨・概要 
「香川県男女共同参画推進条例」を基本指針として、

男女共同参画社会の形成と豊かで活力ある地域社会の

実現を目指し、「第４次かがわ男女共同参画プラン」及び

「第４次香川県配偶者暴力防止及び被害者支援計画」に

基づく各種事業を実施した。 

 

２．具体的内容 
（１）男女共同参画社会づくり推進事業（872千円） 

①男女共同参画広報啓発事業 

男女共同参画週間等におけるパネル展の開催や、

「第４次かがわ男女共同参画プラン」及び「第４次

香川県配偶者暴力防止及び被害者支援計画」の周知

など、男女共同参画意識醸成のための広報啓発を行

った。 

②男女共同参画推進員事業 

地域で男女共同参画を推進するため、「かがわ男

女共同参画推進員」42名（各市３名、各町２名）を

配置し、推進活動を展開した。 

③配偶者暴力防止啓発事業 

啓発用リーフレット等を活用して、配偶者からの

暴力を許さない社会づくりに向けた広報・啓発を 

行った。 

④男女共同参画社会づくり行動促進事業 

男女共同参画社会の実現に向け、地域や家庭にお 

ける一人ひとりの具体的な行動を促すため、「SDGｓ

の推進」というテーマを設定し、男女共同参画フォ

ーラムを実施した。 

 

（２）男女共同参画相談プラザ事業（10,223千円） 

香川県社会福祉総合センター３階の「かがわ男女共

同参画相談プラザ」において、性別による差別的取扱

いなどに関する県民の悩みや相談に適切に対応する

とともに情報提供などを行った。 

 

 

３．指標 

社会全体における男女の地位について

「平等」と答えた者の割合   (％) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

14.3 

（R元） 
11.5 20 

※R2年度の数値は「香川県男女共同参画

社会に関する意識調査」より 

R5年度の数値は「県政世論調査」より 

 

 

配偶者等から暴力を受けた経験がある

被害者の相談先について「どこ（だれ）に

も相談しなかった」と答えた者の割合 

(％) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

36.4 

（R元） 
29.9 18.2 

※R2年度の数値は「香川県男女共同参画

社会に関する意識調査」より 

R5年度の数値は「県政世論調査」より 

 

男女共同参画社会づくり行動促進事業参

加者数 

111人 

 

 

 

かがわ男女共同参画相談プラザ相談件数 

一般相談 866件 

特別相談  1件 
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課名：男女参画・県民活動課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
女性活躍促進事業（１－７－４） 

１．趣旨・概要 

女性が活躍するために必要な情報を得られる環境をつ

くるとともに、セミナー等を開催して意識の啓発を行っ

た。 

 

 

 

 
２．具体的内容 

（１）男女共同参画協働事業（1,000千円） 

地域リーダー等の資質の向上を図るとともに、男女

共同参画の視点からの課題解決に取り組むため、特定

課題について、ＮＰＯ、地域団体等から提案のあった

事業を協働して実施した。 

 

 

 

 

（２）性暴力被害者支援センター「オリーブかがわ」運営

事業               （12,839千円） 

性犯罪・性暴力被害者に対して、被害直後からの総

合的な支援を可能な限り一か所で提供するため、性暴

力被害者支援センター「オリーブかがわ」を運営した。 

 

（３）女性が輝くリーダー養成事業（4,013千円） 

政策・方針決定過程などさまざまな分野へ参画し、

リーダーとして責任を果たせる人材を養成するため、

連続６回の「女性が輝くリーダー養成セミナー」と、

女性リーダーがお互いに支え合いながら成長するた

めのネットワークづくりを実施した。 

 

（４）女性デジタル人材育成事業（1,652千円） 

女性を対象にデジタルスキルを活用した起業やフ

リーランス等の「新しい働き方」を支援するための事

業を実施した。 

 

３．指標 

県の審議会等に占める女性委員の割合  

(％) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

35.8 39.1 40 

 

 

 

男女共同参画協働事業参加者数 

・人生 100 年時代の多様性のある防災リ

ーダー育成を考えるシンポジウム 

175人 

・次世代育成「住みやすいかがわ！輝か

せよう女性の力で」 

386人 

 

 

相談実績  

相談件数 505件 

付添支援   10件 

 

 

 

女性が輝くリーダー養成事業参加者数 

31人 

 

 

 

 

 

女性のためのテレワークを活用したビジ

ネスマッチング加速化支援事業参加者数 

・クラウドソーシングセミナー 16名 

・クラウドコーチプログラム 17名 
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２．課総括表 課名：文化振興課
（単位：千円）

142,587 142,309 278

11,775 11,643 132

10,163 9,656 507

5,552 5,068 484

8,000 7,746 254

(91,437) (46,138) (45,299)

435,214 382,851 52,363

(29,870) (20,723) (9,147)

574,230 558,214 16,016

132,547 77,174 54,634 739

84,012 82,674 1,338

9,157 8,111 1,046

17,595 17,152 443

4,040 3,627 413

500,000 500,000

(121,307) (66,861) (54,446)

1,934,872 1,806,225 54,634 74,013

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：文化振興課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

 (1) 18 2 (1) 20

 (4) 25 [3] (1) 10 [3] (5) 35

[1]      3 1 [1]      4

[3]      5 [1] (4) 12 [4］(4) 17

[4] (5) 51 [4] (5) 25 [8](10) 76合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより、当該所属以外で
勤務する者を（ ）外書きにより記載。

県立ミュージアム 育児休業１名

東山魁夷せとうち美術館

漆芸研究所

課計

本課・出先名称 備　　　考

文化振興課

1-8-13
香川県文化芸術
振興基金事業

文化芸術の振興のための財源を確
保するため、香川県文化芸術振興
基金へ積み立てるもの

1-8-11
世界遺産登録推
進事業

主要施策の成果の概要
（1-8-11）に記載

1-8-12
讃岐の伝統文化
保存継承事業

主要施策の成果の概要
（1-8-12）に記載

1-8-9 漆芸研究所事業
漆芸研究所の運営等に要する経費
給料21,569、職員手当等13,946、
共済費7,230

1-8-10
香川漆芸活性化
推進事業

主要施策の成果の概要
（1-8-10）に記載

1-8-7
県立ミュージア
ム事業

主要施策の成果の概要
（1-8-7）に記載

1-8-8
東山魁夷せとう
ち美術館事業

東山魁夷せとうち美術館の運営等
に要する経費　給料13,444、職員
手当等8,324、共済費4,491

主要施策の成果の概要
（1-8-5）に記載

1-8-3
文化芸術活動振
興事業

主要施策の成果の概要
（1-8-3）に記載

1-8-4

1-8-6 県民ホール事業
主要施策の成果の概要
（1-8-6）に記載

1-8-1
職員給与費
（文化振興課）

番号 事業名 予算現額

1-8-5
さぬき映画祭事
業

文化振興課職員の給与費
給料71,889、職員手当等45,522、
共済費24,898

事業執行状況

芸大連携美術展
開催事業

主要施策の成果の概要
（1-8-4）に記載

1-8-2 文化芸術総務費
文化振興課の運営に要する経費

決算額 翌年度繰越額 不用額
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課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

文化芸術活動振興事業（１－８－３） 

１．趣旨・概要 

本県の文化芸術の振興を図るため、文化表彰等の事業を

実施した。 

 

２．具体的内容（9,656千円） 

（１）文化表彰事業等 

文化功労者２名、文化芸術選奨３名を表彰した。将来、

県の文化芸術の振興に貢献することが期待される若手

芸術家１名及び１組に文化芸術新人賞を授与するとと

もに、令和３・４年度受賞者による演奏会等を開催した。

また、文化芸術振興審議会の開催等を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

文化芸術新人賞受賞者による演奏会等 

・令和３・４年度受賞者（音楽分野３名） 

８月 27日 

  レクザムホール・大ホール 

 入場者数 788人 

12月 24日 

 レクザムホール・大ホール 

 入場者数 1,018人 

芸大連携美術展開催事業（１－８－４） 

１．趣旨・概要 

東京芸術大学と連携した美術展覧会等を開催するほか

文化芸術活動を通じて地域の活性化を担う人材の育成を

図った。 

 

２．具体的内容（5,068千円） 

（１）東京藝大連携「瀬戸内海分校プロジェクト」事業 

東京芸術大学と連携し、「瀬戸内海分校プロジェクト」

を開催した。これまでの美術展やワークショップの開催

に加え、アーティストの制作活動等を通して、創造性を

養う人材育成プログラムとして高校生らを対象に実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

リサーチ企画：８月17日～21日 

 参加者数 15校 26名 

ワークショップ：９月16日～10月 23

日 参加者数 37名 

美術展「くらし⇄うみ展」：10月 27日

～11月 26日 来場者数 2,160人 

 

さぬき映画祭事業（１－８－５） 

１．趣旨・概要 

  香川にゆかりのある映画の上映会や関連イベント、人材

育成のための講座等を開催し、映画・映像による地域文化

の振興と地域の活性化を図った。 

 

２．具体的内容（7,746千円） 

（１）映画祭2024の上映会及び関連イベントの開催 

香川県出身の監督・俳優が制作・出演している作品や

香川県でロケが行われた作品など、「さぬき」にこだわ

った作品上映や多彩なゲストを招いたゲストトークを

実施した。 

 

（２）シナリオ講座 

プロのシナリオライターや映画監督を講師として招き、シナ

リオ技術を学ぶ講座を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）２月３・４日の２日間開催 

入場者数  1,415人 

上映作品数   12本 

 

 

 

（２）シナリオ講座受講者数 

基礎コース（全７回） 19名 

専門コース（全５回） 11名 
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課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（３）シナリオコンクール 

映画化を前提としたシナリオ執筆者の裾野をより広

げるため、香川県在住者もしくは出身者を対象としたシ

ナリオコンクールを実施した。 

 

（４）映画ゼミナール 

映画・映像の魅力や楽しみ方、鑑賞のツボをわかり 

やすく紹介する講座を３回シリーズで開催した。また、

講座の様子を収録したダイジェスト版を、公式ホーム

ページでオンライン配信した。 

 

（５）映画制作講座 

   映画監督を講師として招き、県内の高等学校放送部員

が、創作テレビドラマの制作を実践的に学んだ。 

（３）シナリオコンクール応募数 

   32作品 

 

 

 

（４）映画ゼミナール参加者数 

  延べ 209名 

 

 

 

 

（５）映画制作講座参加者数 

 ６校 16名 

 

県民ホール事業（１－８－６） 

１．趣旨・概要 

県民のニーズに沿った音楽や舞踊などの優れた舞台芸

術を鑑賞する機会の充実を図るため、県民ホールにおい

て、文化事業を実施するとともに、同施設の管理運営を行

った。 

 

２．具体的内容 

（１）県民ホール文化事業（18,947千円） 

①舞台芸術鑑賞事業 

「かがわジュニア・フィルハーモニック・オーケス

トラ（ＫＪＯ）第 22 回定期演奏会」、「紅白対抗かが

わ舞台芸術祭」の舞台芸術公演を開催した。 

②舞台芸術人材育成事業 

ジュニア・オーケストラの育成を図るとともに、東

京藝術大学連携事業「かがわ音楽アカデミー」のコン

クールや公開講座、同大学の「早期教育プロジェクト

in香川」を実施し、県内の児童・生徒らが、国内外の

第一線で活躍する指導者から直接指導を受ける貴重

な機会を得た。 

 

（２）県民ホール管理運営費（241,000千円） 

指定管理者による施設の管理運営を行った。 

 

（３）県民ホール舞台業務委託事業（45,024千円） 

舞台芸術公演に際し効果的な演出を行うため、照明、

音響、舞台機構等の舞台業務委託を行った。 

 

（４）県民ホール施設改善費（77,880千円） 

   小ホール棟自動火災報知設備の修繕、空調設備の更新

等を行った。 

３．指標 

かがわ文化芸術祭の参加団体数 

〔累計〕         （団体） 

基 準 値 
（H28～R2） 

実 績 値 

（R 3～5） 

目 標 値 

（R 3～7） 

446 271 500 

 

 

①入場者数 

ＫＪＯ定期演奏会     788人 

紅白対抗舞台芸術祭   1,018人 

 

②ジュニア・オーケストラ団員数 

合奏コース  60名 

基礎コース  44名  
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課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

県立ミュージアム事業（１－８－７） 

１．趣旨・概要 

県立ミュージアムにおいて、大規模な展覧会を開催する

など、優れた美術作品や歴史的資料を鑑賞する機会の充実

を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）大規模展事業（31,133千円） 

① 「空海－史上最強、讃岐に舞い降りた不滅の巨人」 

② 「映画のレシピ」 

 

（２）展示企画費等（13,012千円） 

第 70回日本伝統工芸展や常設展を企画・開催した。 

 

（３）教育普及、資料管理、調査研究事業等（4,061千円） 

各種講演、ワークショップ等を実施した。 
 

（４）職員給与費、会計年度任用職員人件費等 

（214,845千円） 

   県立ミュージアム・瀬戸内海歴史民俗資料館の人件費 

 

（５）その他管理費（165,577千円） 

県立ミュージアムの管理運営を実施した。 

 

（６）歴史民俗資料館運営事業（16,074千円） 

瀬戸内海歴史民俗資料館において、資料収集、調査研

究、教育普及などを実施した。 

 

（７）文化会館運営事業（21,287千円） 

文化会館において、文化芸術活動の場として広く利用

できるよう管理運営を実施した。 

 

（８）歴民民俗文化財保存修復事業（7,351千円） 

   瀬戸内海歴史民俗資料館において、テグス行商船の保

存修理を行った。 

 

（９）県立ミュージアム施設改修事業等（82,687千円） 

   県立ミュージアム本館及び瀬戸内海歴史民俗資料館

の施設改修を行った。 

 

（10）瀬戸内海歴史民俗資料館開館50周年事業 

（2,187千円） 

   瀬戸内海歴史民俗資料館において、館蔵資料を活用

し、年間を通じた海の学びの展示や講座、ワークショッ

プ等を実施した。 

３．指標 

館蔵品データベースの登録件数 

（画像あり）〔累計〕    （人） 

基 準 値 
（ R 4 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

23,110 23,218 23,330 

 

開催実績・入館者数 

① ４月22日～５月21日 13,233人 

② 10月７日～11月 26日  3,914人 

- 30 -



課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

香川漆芸活性化推進事業（１－８－１０） 

１．趣旨・概要 

  香川漆芸のブランド化を図るため、情報発信や漆芸作品

の販路拡大、若手漆芸作家の制作活動等の支援を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）香川漆芸魅力発信戦略事業（8,111千円） 

①漆芸アート魅力再発見事業 

（ⅰ）情報発信事業 

富裕層の購読者が多い雑誌「家庭画報」とのタイア

ップにより、人間国宝の香川漆芸作家とフランスの香

水メゾン「アンリ・ジャック」とのコラボ企画におい

て、漆で加飾した香水箱を制作し、都内のショップで

販売した。 

（ⅱ）漆芸作品販売拠点整備事業 

毎年３月に開催されている国内最大級のアートの

見本市「アートフェア東京2024」に、漆芸研究所のブ

ースを出展し、香川漆芸のＰＲを行うとともに、若手

漆芸作家が出展・販売を行った。また、県内において

も栗林庵や文化会館の漆芸コーナーで若手漆芸作家

の作品を展示販売した。 

（ⅲ）漆芸研究所修了作品貸出事業 

漆芸研究所が所有する修了作品を、本県にゆかりの

ある県内外の企業・団体に対し、一定期間無償で貸し

出し、展示してもらうことにより、より多くの方に香

川漆芸の魅力を知っていただく機会を創出した。 

 

 

県内外での香川漆芸の認知度向上、

ブランド力の強化に繋がった。 

 

 

 

 

 

（ⅰ）「家庭画報」の情報発信力、アン

リ・ジャックのブランド力の相乗効果

で、「香川漆芸」の魅力を効果的にＰＲ

できた。 

 

 

（ⅱ）アートフェア東京2024 

出品者 若手漆芸作家２名 

来場者 2,870人 

 

 

 

 

（ⅲ）修了作品貸出実績 

貸出先数 22の企業・団体 

貸出点数 57点 

 

 

世界遺産登録推進事業（１－８－１１） 

１．趣旨・概要 

四国遍路の世界遺産登録に向けて、札所寺院の史跡指定

のための詳細調査を実施するとともに、所有者や関係市町

と調整を行い、史跡指定の準備を進めたほか、地域コミュ

ニティの参画を促すための取組みなどを実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）世界遺産登録推進事業（17,152千円） 

  ①札所寺院・遍路道調査事業 

屋島寺の詳細調査を実施し、史跡指定に向けての資

料を収集するとともに、八栗寺（第１分冊）の調査報

告書を刊行した。 

また、曼荼羅寺や金倉寺の詳細調査の成果を地域の

方々にわかりやすく説明するため、地域住民等を対象

に調査報告会を、地元小学生に見学授業を開催したほ

か、さぬき市で四国遍路を生かしたまちづくりのヒン

トを学ぶための講座を開催した。 

３．指標 

札所寺院及び遍路道の保護措置数 

           （か所） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

８ ９ 19 

 

 

①参加者数 

調査報告会参加者数 

曼荼羅寺 41人 

金倉寺 67人 

 見学授業参加児童数 

曼荼羅寺23人（吉原小学校６年） 

金倉寺 70人（竜川小学校６年） 

 まちづくり講座参加者数 62人 
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課名：文化振興課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

四国遍路世界遺産登録推進協議会の取組みとして、

「普遍的価値の証明」部会において、研究会や検討会

を開催し、様々な分野の専門家を交えて、四国遍路の

価値の中間まとめ（小結）を取りまとめたほか、「資

産の保護措置」部会において、重要文化的景観の保護

手法等について検討を行うなど、課題解決に向けた取

組みを進めた。 

 

②日本遺産登録推進事業 

日本遺産に認定されている「四国遍路」をＰＲする

ため、日本遺産フェスティバル(R5.11.4・5東京都八

王子市)、ツーリズムEXPOジャパン2023(R5.10.26～

29 インテックス大阪)、日本遺産の日関連イベント

(R6.2.10～12有楽町駅前広場)に出展するとともに、

県内の日本遺産に認定された市町に対し、補助事業や

情報発信に対する助言などの支援を行った。 

 

讃岐の伝統文化保存継承事業（１－８－１２） 

１．趣旨・概要 

地域の伝統文化や暮らしの文化を次世代に継承できる

よう、文化資源の掘り起しなどのための調査等を行った

ほか、魅力発信など価値向上の取組みを支援した。 

 

２．具体的内容  

（１）地域の伝統文化・技術等の調査記録・発信事業 

（1,467千円） 

   瀬戸内海歴史民俗資料館において、地域に受け継がれ

てきた暮らしにまつわる文化について調査を行うとと

もに、その成果を展示等で発信した。 

 

（２）地域に息づく讃岐の伝統文化再発見事業（2,160千円） 

地域の保存団体等が実施する伝統文化を再認識する

講座や後継者育成、魅力発信などの活動経費の一部を補

助した。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）瀬戸内ギャラリー企画展 

  「伝統と創造 讃岐のり染」 

 令和６年３月９日～５月19日 

 

 

 

（２）交付実績 ４件 
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２．課総括表 課名：瀬戸内国際芸術祭推進課
（単位：千円）

108,082 107,805 277

8,463 6,968 1,495

43,219 42,571 648

159,764 157,344 2,420

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：瀬戸内国際芸術祭推進課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

12 2 14

12 2 14

瀬戸内国際芸術祭推進課職員の給
与費等　給与費51,546、職員手当
等33,984、共済費20,545

事業執行状況

1-9-2
瀬戸内国際芸術
祭推進総務費

瀬戸内国際芸術祭推進課の運営に
要する経費

決算額 翌年度繰越額 不用額

1-9-1 給与費

番号 事業名 予算現額

1-9-3
瀬戸内国際芸術
祭推進事業

主要事業の成果の概要
（1-9-3）に記載

合計

本課・出先名称 備　　　考

瀬戸内国際芸術祭推進課 育児休業１名

課計

- 33 -



課名：瀬戸内国際芸術祭推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

瀬戸内国際芸術祭推進事業（１－９－３） 

１．趣旨・概要 

令和７年４月に開幕する「瀬戸内国際芸術祭 2025」に

向けて着実に準備を進めた。また、過去の芸術祭作品をア

ート資源として公開し、各種イベントなどを開催する

「ART SETOUCHI」活動を実施することにより、島々の活性

化や芸術文化によるにぎわいづくりを図るとともに、瀬

戸内の魅力や「アートの香川」を発信し、芸術祭に向けた

機運を高めていった。 

 

２．具体的内容  

（１）瀬戸内国際芸術祭推進事業（37,057千円） 

  ①取組方針の策定 

    「瀬戸内国際芸術祭 2025 取組方針」の策定・見直

しを行った。 

  ②作品制作へ向けた準備 

（ⅰ） 各会場の地域資源を活かしたアートプロジェク

トを募集することを目的に、国内外に向け作品公

募を実施した。 

（ⅱ） 地元市町等の関係者と勉強会や個別協議を重ね

ながら、作品展開等の検討を行った。 

③受入環境の整備等 

地元市町や関係団体、事業者等と協議を行いなが

ら、海上・島内交通などの受入環境の整備や広報、来

場者への情報提供等の準備を行った。 

  ④関係団体との連携 

    芸術祭 2022 の協賛企業・団体等を対象とした

SETOUCHI 企業フォーラムを開催し、芸術祭会場の視

察や有識者とのセッションを通じ、企業経営者などに

対して、芸術祭の目的や地域の変化について理解を深

めてもらい、意見交換を行う機会を提供した。 

⑤「ART SETOUCHI」活動の実施 

（ⅰ）  芸術祭2022の継続作品をアート資源として有

効活用し、公開するとともに、各種イベントやア

ーティストによるワークショップを開催する「ART 

SETOUCHI」活動を実施し、年間を通じた地域の活

性化に取り組んだ。 

（ⅱ） 未来の瀬戸内を担う人材を育成するため、県教

育委員会や県内の高等学校等と連携して芸術祭に

関する課外活動等を実施した。 

 

（２）若手芸術家育成プログラム事業（5,514千円） 

  ①瀬戸内アート塾の開催 

県内において、文化芸術の分野における後進の指

導・育成に携わるような人材を育成するため、県内出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ） 作品公募に対する応募件数：638

組、725点（うち国外：168組、185

点） 

 

 

 

 

 

 

④ SETOUCHI 企業フォーラムの参加者

数：19団体、22人 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（ⅱ） 学校連携事業の参加者数：43人 

 

 

 

 

① 瀬戸内アート塾の応募者数：32人、

参加者数：19人 
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課名：瀬戸内国際芸術祭推進課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

身や県内で活動する 39 歳以下の若手芸術家を対象

に、瀬戸内の歴史や文化、民俗等を学ぶ講座や芸術祭

会場での現地研修を実施した。 
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２．課総括表 課名：デジタル戦略課
（単位：千円）

97,781 97,148 633

70,402 47,605 20,000 2,797

61,470 59,120 2,350

242,417 241,474 943

28,240 28,240

1,002 923 79

2,240 2,140 100

9,790 9,789 1

513,342 486,439 20,000 6,903

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：デジタル戦略課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

 [1］
(10)
12

 [1］
(10)
12

 [1］
(10)
12

 [1］
(10)
12

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を［ ］内書きにより、当該所属以外で勤
務する者を（ ）外書きにより記載。

本課・出先名称 備　　　考

デジタル戦略課

合計

1-10-7
オープンデータ
推進事業

オープンデータカタログサイト運
用に関する経費

課計

1-10-8
情報システム推
進事業

主要施策の成果の概要
（1-10-8）に記載

主要施策の成果の概要
（1-10-5）に記載

1-10-3
情報通信関連産
業育成・誘致事
業

主要施策の成果の概要
（1-10-3）に記載

1-10-4

1-10-6
地域高度情報化
推進事業

地域情報化推進に要する経費

1-10-1
デジタル戦略課
運営費

番号 事業名 予算現額

1-10-5
公的個人認証
サービス運営事
業

デジタル戦略課の運営に要する経
費　給料49,298、職員手当等
30,361、共済費17,489

事業執行状況

情報通信交流館
維持管理事業

ｅ－とぴあ・かがわ（情報通信交
流館）の運営管理に要する経費

1-10-2
官民連携ＤＸ推
進事業

主要施策の成果の概要
（1-10-2）に記載

決算額 翌年度繰越額 不用額
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課名：デジタル戦略課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

官民連携ＤＸ推進事業（１－１０－２） 

１．趣旨・概要 

令和３年12 月に策定した「かがわデジタル化推進戦略」

の進め方である「共創」と「創発」により、県・市町・民

間事業者が集い、交わり、共創する 「かがわＤＸ Ｌａｂ」

の活動拠点の運営を開始するとともに、地域課題解決のた

めの実証実験等を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）官民連携ＤＸ推進ナビゲート事業（1,781千円）  

「かがわＤＸ Ｌａｂ」の取組みを進めるにあたり、デ

ジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に関し専門的

知見を持つ外部人材を「かがわＤＸ Ｌａｂフェロー」（県

ＣＤＯ補佐官と兼務）として登用。 

 

（２）官民連携ＤＸトライアル事業（4,153千円） 

  地域課題解決を通じたまちづくりに取り組む官民共創

コミュニティ「かがわＤＸ Ｌａｂ」において、８つのワ

ーキンググループを設置し、革新的サービスを生み出す

ための実証実験を実施。 

実証実験：マイナンバーカードを活用した官民共創引越

し手続きのワンストップ化 

 

（３）かがわＤＸ Ｌａｂ運営事業（13,089千円） 

令和５年４月開設の「かがわＤＸ Ｌａｂ活動拠点施

設」の管理運営費（指定管理） 

 

（４）データ連携基盤整備事業（28,050千円） 

   多様なデータを横断的に収集・共有・活用することを

可能とし、利用者目線に立ったサービスの提供等、県・

市町・民間事業者等が利用可能な地域のデータ連携基盤

のあり方について調査・検討を実施した。 

 

（５）デジタル化推進事業（532千円） 

   「かがわデジタル化推進戦略」を着実に進めるととも

に、生成ＡＩ等、先端技術の利活用の推進について検討

した。  

 

 

３．指標  

 かがわＤＸ Ｌａｂにおいて創出した

サービスの件数 〔累計〕 

基 準 値 

（R4 年度） 

実 績 値 

（R5 年度） 

目 標 値 

（R7 年度） 

0 件 0件 9件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生成ＡＩセミナー 

  参加：160名 
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課名：デジタル戦略課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

情報通信関連産業育成・誘致事業（１－１０－３） 

１．趣旨・概要 

人材交流・ビジネスモデル創出のオープンイノベーショ

ン拠点「Setouchi-i-Base」を中心に人材育成事業を実施す

るとともに、拠点に集う多様な人材の交流、起業相談やビ

ジネスマッチング支援の実施などを通じて、情報通信関連

産業の育成・誘致に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．具体的内容 

（１）情報通信関連人材育成事業（30,958千円） 

  ①アプリ開発等人材養成講座 

    アプリ等の開発に必要となるプログラミングスキル

を短期集中的に習得する講座を実施した。 

②Ｗｅｂクリエイター養成講座 

Ｗｅｂ制作やマーケティング、動画編集等に関する

スキルを習得する講座を実施した。 

③アントレプレナーシップ養成事業 

事業創造に必要となる意識づけ・動機の可視化から

ビジネスモデル構築までを一体的に学ぶ講座を実施し

た。 

  ④ＤＸベーススキル養成講座 
    ＤＸの基礎からＡＩやＩｏＴといった先端技術、デ

ジタルマーケティング等について体系的に学習するこ

とで、ＤＸ領域のベーススキル向上を目指す基礎講座

をオンラインで開講した。 

⑤デジタル社会の未来セミナー 

    デジタル社会の実現に向けて先端技術を幅広く情報

収集する機会として、セミナーを実施した。 

 

（２）情報通信関連産業育成・誘致拠点運営事業 

（28,162千円） 

  ①アドバイザリーチーム拠点活動事業 

県内外の情報通信関連分野で活躍する企業経営者や

有識者 19 名から構成するアドバイザリーチームを組

成。拠点利用者のビジネスモデルの創出や課題解決に

つなげるため、定期的にアドバイザーを招きセミナー

 

３．指標 

Setouchi-i-Baseの拠点利用者数  

〔累計〕 

基 準 値 

（R2 年度） 

実 績 値 

（R5 年度） 

目 標 値 

（R7 年度） 

4,162人 38,862人 45,162人 

 

Setouchi-i-Base における拠点活動を

通じた起業・ フリーランス・就職等の

件数 

〔累計〕 

基 準 値 

（R2 年度） 

実 績 値 

（R5 年度） 

目 標 値 

（R7 年度） 

5 件 135件 155件 

 

 

①受講者数 11名 

 

 

②受講者数 11名 

 

 

③受講者数 12名 

 

 

 

④受講者数 365名 

 

 

 

 

⑤かがわ情報化推進協議会と連携し、 

計 7回のセミナー等を開催 

受講者数延べ279名 
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課名：デジタル戦略課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

などを実施した。 

  ②コーディネーター拠点支援事業 

    「Setouchi-i-Base」に専任のコーディネーターを配

置し、拠点利用者からの相談への対応やビジネス化に

向けた伴走支援、新たなネットワークづくり、情報発

信などを行ったほか、拠点利用者による情報通信関連

の技術やサービス、アイデアコンテストの開催などに

取り組んだ。 

  ③戦略的情報発信事業 

    Setouchi-i-Baseポータルサイトの運用保守や、 

ＳＮＳ広告を活用した広報活動などに取り組んだ。 

 

公的個人認証サービス運営事業（１－１０－５） 

１．趣旨・概要 

県民や事業者が、インターネットを通じて電子申告や電

子申請、公共施設予約を行えるよう公的個人認証サービス

の提供を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）公的個人認証サービス運営事業（26,440千円） 

電子申請や電子申告をする際に成りすましやデータの

改ざんを防止し、厳格な本人確認を安価に行える公的個

人認証サービスの運用管理を行った。 

 

（２）地方公共団体情報システム機構負担金（1,800千円） 

 

情報システム推進事業（１－１０－８） 

１．趣旨・概要 

庁内業務の効率化を図るため、ＡＩ等の活用を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）ＡＩ等の活用による業務効率化推進事業（9,789千円） 

庁内の業務についてＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲ等を利用し

て自動化・効率化を推進した。 

 

 

 

 

②相談対応件数 個人   388件 

法人等 151件 

ネットワーク・情報発信イベント 

開催数              110回 

参加者数 会場        713名 

オンライン 1,314名 

 

③拠点利用者数 38,862名(累計) 

「Setouchi-i-Base」ポータルサイト 

Ｗｅｂ会員数 2,583名(累計) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＩ等を活用した業務効率化により削

減できた時間(推計) 10,384 時間 
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２．課総括表 課名：情報システム課
（単位：千円）

119,857 119,558 299

3,677 3,273 404

31,097 31,084 13

2,062 865 1,197

90,481 87,663 2,818

602,976 534,402 68,574

850,150 776,845 73,305

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：情報システム課
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

17 2 19

17 2 19合計

本課・出先名称 備　　　考

情報システム課

課計

行政情報ネットワーク推進事業費
映像情報システム運営事業費

1-11-3
電子県庁推進事
業

主要施策の成果の概要
（1-11-3）に記載

1-11-4

1-11-6
情報システム推
進事業

主要施策の成果の概要
（1-11-6）に記載

1-11-1
情報システム課
運営費

番号 事業名 予算現額

1-11-5
行政情報ネット
ワーク推進事業

情報システム課の運営に要する経
費　給料61,296、職員手当等
36,102、共済費21,547

事業執行状況

行政情報化推進
事業

行政情報化推進に要する経費

1-11-2 一般庁費等
集中管理特別会計（機械計算事務
費）　繰出金

決算額 翌年度繰越額 不用額
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課名：情報システム課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

電子県庁推進事業（１－１１－３） 

１．趣旨・概要 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運営を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）総合行政ネットワーク参画事業（31,084千円） 

自治体や国の省庁等との間の情報交換の基盤である総

合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運用管理を行った。 

 

自治体や国の省庁等との間の情報交

換の基盤である総合行政ネットワーク

（ＬＧＷＡＮ）の運用管理を行った。 

情報システム推進事業（１－１１－６） 

１．趣旨・概要 

 情報システムの適切な調達・運用を図るため、情報シス

テムの調達審査を行うとともに、セキュリティにも留意し

て基幹系情報システム等の運用を行った。 
 

２．具体的内容 

（１）情報システム推進事業（534,402千円） 

①情報システム等の審査 

情報システム等審査委員会において、予算要求時審

査を148件、調達開始前審査を70件実施した。 

②基幹系情報システムの運用等 

財務会計、給与、電子入札等の基幹系情報システム

の運用を行った。 

③情報セキュリティ対策強化事業 

情報セキュリティ強化のために構築した庁内システ

ムの運用を行うとともに、県内市町と共同で導入した

自治体情報セキュリティクラウドの運用を行い、高度

なセキュリティ対策を実施した。 

④オンライン会議環境運用事業 

    県庁において、会議や研修等をオンラインで実施で

きる環境の運用を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①情報システム等審査における情報シ

ステム経費の削減額 

・予算要求時審査：約10億円（令和６

年度予算要求ベース） 

・調達開始前審査：約12億2000万円（

令和５年度分。長期契約における複

数年度の削減額を含む。） 

    

 

 

 

④オンライン会議の主催回数 

 ・延べ4,183回 
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２．課総括表 課名：出納局
（単位：千円）

55,249 54,187 1,062

224,482 223,885 597

35 25 10

399 399

280,165 278,496 1,669

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：出納局
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

27 4 31

27 4 31

育児休業１名

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

出納局

1-12-3
電子申請・電子
決済実施事業

主要施策の成果の概要
（1-12-3）に記載

1-12-4

1-12-1 出納局運営費

番号 事業名 予算現額

出納局の運営に要する経費

事業執行状況

電子契約システ
ム運用事業

主要施策の成果の概要
（1-12-4）に記載

1-12-2 給与費
出納局職員の給与費
給料116,639、職員手当等
68,503、共済費38,743

決算額 翌年度繰越額 不用額
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課名：出納局  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

電子申請・電子決済実施事業（１－１２－３） 

１．趣旨・概要 

  県民・事業者の利便性向上を図るため、手数料等の納付

を必要とする行政手続において、電子申請でのキャッシュ

レス決済を実施した。 

２．具体的内容 

（１）電子申請・電子決済実施事業（25千円） 

申請等から手数料等の納入までの手続をデジタルでも

完結できるよう、電子申請・届出システムにキャッシュ

レス決済機能を付加し、手数料等の収納を行った。 

    

  

 

 

利用可能手続 80種目 

(令和５年度末現在) 

収納件数 46件 

（令和５年10月～６年３月） 

 

電子契約システム運用事業（１－１２－４） 

１．趣旨・概要 

契約手続における事務の効率化やコスト削減を図るた

め、電子契約システムの運用を行った。 

２．具体的内容 

（１）電子契約システム運用事業（399千円） 

インターネット上で契約を締結することにより、契約

書の印刷・製本や郵送・持参、押印等が不要となる電子

契約システムを導入し、運用を行った。 

 

 

 

契約件数 148件 

（令和６年１月～３月） 
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２．課総括表 課名：議会事務局
（単位：千円）

823 823

1,680 1,381 299

2,220 2,211 9

12,582 12,072 510

650,495 642,892 7,603

143,430 143,430

357,258 352,181 5,077

1,168,488 1,154,990 13,498

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：議会事務局
定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

31 18 49

31 18 49

県議会の広報誌を年５回発行する
経費

事業執行状況

香川県議会ペー
パーレス会議シ
ステム整備事業

議案等の資料を電子データ化しタ
ブレット端末で閲覧するペーパー
レス会議システムを導入する経費

予算現額

1-13-2
県議会会議録情
報発信事業

本会議及び委員会での質疑の記録
を県議会のホームページ上に提出
する経費

決算額 翌年度繰越額 不用額

1-13-1
県議会だより発
行事業

番号 事業名

1-13-5 県議会議員費
議員の報酬及び費用弁償並びに議
員活動に必要な諸経費

1-13-3
本会議等中継発
信事業

本会議及び委員会の映像を県議会
ホームページ上で、インターネッ
トを通じ配信する経費

1-13-4

1-13-6 政務活動費
議員の調査研究に資するため必要
な経費の一部として議員に交付す
る経費

1-13-7
議会事務局運営
費

議会事務局の運営に要する経費
給料 147,489、職員手当等
89,325、共済費 47,916

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

議会事務局
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２．課総括表 課名：監査委員事務局
（単位：千円）

18,919 18,698 221

109,429 107,814 1,615

128,348 126,512 1,836

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：監査委員事務局
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

12 12

12 12

監査委員の報酬等
委員報酬6,624、委員給与費
11,362、委員活動費712

事業執行状況

1-14-2
監査委員事務局
運営費

監査委員事務局の運営に要する経
費　給料55,284、職員手当等
32,665、共済費18,086

決算額 翌年度繰越額 不用額

1-14-1 監査委員費

番号 事業名 予算現額

本課・出先名称 備　　　考

監査委員事務局

合計

課計
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